
1 

 

 

報道関係各位（計5枚） 

  

 

 

2023 年 12 月 12 日 

株式会社インフォマート 

 

 

物流業界の404名に聞いた2024年問題に関する実態調査 
 

半数以上が請求書等を「すべて紙」で処理 

ドライバーの業務も圧迫 

電子化によって事務業務だけでなく 

「現場業務の効率化」も実感 
 

 

デジタルの力であらゆる業務を効率化する株式会社インフォマート（本社：東京都港区 代表取締役社

長：中島 健、以下「当社」）は、物流業界で働く404名を対象に、2024年4月に適用される「時間外労働の

上限規制」に伴って発生する「物流の2024年問題」に関する実態調査を実施しましたので、結果をお知らせ

します。 

 

＜調査概要＞ 

調査対象：総合物流業または道路貨物運送業または倉庫業の従事者 

調査方法：インターネットリサーチ 

調査内容：物流業界の2024年問題に関する実態調査 

調査期間：2023年11月2日（木）～11月9日（木） 

回答者 ：404名 

 

2024年4月から「自動車運転業務」の時間外労働時間の上限が年間960時間に制限されます。さらには改善基

準告示の改正への対応により、ドライバーの拘束時間や休憩時間の基準がより厳しく制限されることになりま

した。 

これら「物流の2024年問題」を目前に、運送業界は運賃交渉や労務管理への対応に追われているのが現状で

す。そこで当社では、IoTや運行システム等に埋もれて見過ごされがちな物流業界における「紙の書類」の現状

と問題について明らかにしました。 

 

■ 調査結果サマリー 

 

⚫ 7割以上の人が「物流の2024年問題」について「内容を理解している」 

⚫ 「改善基準告示」については「内容をよく知らない」が過半数 

⚫ 運送業の課題1位は「労働時間の管理方法の見直し」、倉庫業は「運賃の値上げ・配送コストの増加」 

⚫ 運送業での対策は「値上げ交渉」が1位、倉庫業では「荷役・荷待ち時間の見直し」が対策トップ 

⚫ 帳票類の受け渡しは約半数が「すべて紙」。根強く残る紙文化 

⚫ 電子化による効果は多数。「現場業務の効率化」、「残業時間の削減」にも寄与 



2 

 

■ 7割以上の人が「物流の2024年問題」について「内容を理解している」 

自動車運転業務における労働時間が規制されることで、国内全体の輸送能力が不足する「物流の2024年問

題」について聞きました。 

「知っており内容を十分理解している」と回答した人は運送業（総合物流＋道路貨物輸送）で33.9％、倉庫業

（総合物流＋倉庫）で34.8％にのぼります。「知っており、ある程度の内容は理解している」まで含めると業

界全体で7割以上が「物流の2024年問題について内容を理解している」という結果になりました。「物流の2024

年問題」への関心度は業界全体的に高いといえます。 

 

■ 「改善基準告示」については「内容をよく知らない」が過半数 

「物流の2024年問題」の要因の1つに、2024年4月から適用される「自動車運転者の労働時間等の改善のため

の基準（通称：改善基準告示）」があります。 

「知っており内容を十分理解している」と「知っており、ある程度の内容は理解している」を含めた数字は、

運送業で47.2％、倉庫業で45.7％と、過半数の人が内容をよく知らないでいます。「改善基準告示」により自

動車運転者の拘束時間の上限や休息期間等の規制が強化されますが、その認知度は「物流の2024年問題」より

も低い結果になりました。 

 

■ 運送業の課題1位は「労働時間の管理方法の見直し」、倉庫業は「運賃の値上げ・配送コ

ストの増加」 

改善基準告示や残業上限規制によって生ずる「物流の2024年問題」において、運送業と倉庫業はそれぞれど

のような課題を抱えているのでしょうか？ 

運送業での課題は「労働時間の管理方法の見直し（49.7％）」「従業員の収入減少（40.6％）」「従業員の

離職（37.4％）」がトップ3となりました。これは、運送業ではドライバーの労務管理への対応がメインにな

るからだと考えられます。 
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倉庫業では、「運賃の値上げ・配送コストの増加（47.1％）」「荷役作業等、倉庫内作業負担の増加

（31.1％）」「運送会社との交渉・契約の見直し（30.6％）」「燃料や資材高騰等のコストアップ

（30.6％）」等が上位に入っています。倉庫業においては、全般的にコスト意識が高いことが分かります。

運送コストの増加に伴うコスト・負荷増への懸念があると考えられます。 

 

■ 運送業での対策は「値上げ交渉」が1位、倉庫業では「荷役・荷待ち時間の見直し」が対

策トップ 

続いて、「物流の2024年問題」に関連する対策について現在取り組んでいるものを聞きました。運送業での

対策は「値上げ交渉（33.5％）」「荷役・荷待ち時間の交渉（22.6％）」「給与形態の見直し（21.3％）」「輸

送方法そのものの見直しや変更（モーダルシフト）（21.3％）」の順に回答が多く集まりました。 

ドライバーの稼働時間が短縮され、2023年4月から時間外労働の割増賃金率が一律50%になったこと等、 

人件費の増加により物流コストが上がることへの対策に焦点が当たっていると考えられます。 
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一方、倉庫業での対策は「荷役・荷待ち時間の見直し（34.5％）」「荷主や運送業者との料金交渉

（28.6％）」「輸送方法そのものの見直しや変更（モーダルシフト）（22.8％）」がトップ3となりました。

倉庫業は、基本的にドライバーを抱えるのではなく倉庫（場所）貸しによって稼ぎを得るビジネスモデルで

あるため、いかに物流を効率化できるかに焦点が当たっていると考えられます。また、物流企業のコスト増

を見込んで、荷主や運送業者との料金交渉を始めている様子もうかがえました。 

 

■ 「帳票類の受け渡しは約半数が「すべて紙」。根強く残る紙文化 

各帳票の受け渡し方法について聞くと、運送業では最も電子化が進んでいる請求書でも47.7％が「すべて紙」

と回答し、納品書は52.9％と半数以上が「すべて紙」と回答しました。倉庫業でも請求書で41.7％、納品書で

は43.9％が「すべて紙」と回答しています。業界内で根強く紙文化が残っており、それが現場業務を圧迫して

いると考えられます。 

 

■ 電子化による効果は多数。「現場業務の効率化」、「残業時間の削減」にも寄与 

紙の書類を電子化している企業に対し、効果を聞きました。運送業、倉庫業共に「あてはまるものはない」

が約2割であることから、約8割の企業が電子化によるなんらかの効果を実感しています。運送業では「現場業

務の効率化」が32.9％で1位となり、次いで「セキュリティの強化（31.4％）」と「事務業務の効率化（30.0％）」

となりました。 

倉庫業においても、「印紙や郵送代等のコスト削減（40.2％）」、「事務業務の効率化（38.2％）」、「残

業時間の削減（31.4％）」と続きます。業務が効率化されるだけでなく、印紙代や郵送代といったコスト削減

にも貢献していることが分かります。 
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■ 「物流の2024年問題」に広い知見を持つNX総合研究所 常務取締役 大島 弘明 氏より 

今回の調査は、総合物流業等、比較的規模の大きい企業も含まれます。実際は認知度、取り組み状況ともに

問題は深刻であるという前提に立って結果を見る必要があります。 

「物流の2024年問題」は、荷待ち時間や荷役等の付帯作業をいかに効率化するかが重要です。発荷主と着荷

主との間で、トラックの到着時間を受け入れ可能タイミングに合わせて指定する等、少しの工夫で削減できる

時間も多いです。業務を効率化するためには、何にどれだけ時間が発生しているかを「可視化」する必要があ

ります。物流の現場ではまだまだ紙を中心としたアナログな業務が多いのが現状です。つまり見方を変えれば

これは「好転機」でもあります。デジタル化はその第一歩となるでしょう。 

 

■ まとめ  

運送業の帳票類の受け渡しは半数近くが「すべて紙」、「紙と電子化が半々程度」も合わせると7割近く

になります。バックオフィス部門だけでなくSD（ドライバー）や倉庫管理等の現場も書類作成業務に時間を

取られており、現場業務の非効率につながっていることが分かりました。 

帳票類を電子化できない理由は「取引先やパートナーが紙で行っている」が主であり、小規模な事業者ほど

対応が難しいのが現実です。しかし、電子化を進めた企業の多くは効果を得ており、なかでも「現場業務の効

率化」と「残業時間の削減」、「コスト削減」という効果を実感していました。 

「物流の2024年問題」への対応策の中でも、帳票の電子化は比較的取り組みやすいテーマだと言えます。今

後、大きな課題になると世の中で叫ばれる「輸送能力の減少」も、帳票電子化による業務効率化で解決につな

がることが期待できます。 

 

当社は、BtoBプラットフォームを通じて、紙文化の残る物流業界のデジタル化を

サポートし、「物流の2024年問題」の解決に貢献してまいります。 

 

より詳細な調査結果を載せたレポートのダウンロードはこちら 

URL：https://lp.infomart.co.jp/logistics/download/001 

 

 

■ 会社概要 

【インフォマート】 

会社名：株式会社インフォマート（東証プライム市場：2492） 

代表者：代表取締役社長 中島 健 

本社所在地：東京都港区海岸1-2-3 汐留芝離宮ビルディング13階 

設立：1998年2月13日  

資本金：32億1,251万円（2023年9月末現在） 

事業内容：BtoB（企業間電子商取引）プラットフォームの運営  

従業員数：791名（2023年9月末現在）  

URL：https://corp.infomart.co.jp/ 

 

 

【 本リリースに関する報道関係者様のお問い合わせ先 】 

株式会社インフォマート（広報部：矢内・滝澤・亀田・盛） 

TEL：03-6681-0632 / E-mail：im-pr@infomart.co.jp 

 

https://lp.infomart.co.jp/logistics/download/001
https://corp.infomart.co.jp/
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